
令和６年度事務事業評価シート（令和５年度実施事業） 総務部   

具体的な内容

妥当性 Ａ 自衛隊法及び政令に基づく事業のため必要となります。

有効性 Ａ
自衛隊法及び政令に基づいた対応となり、入隊希望者に
対する情報提供を行っています。

効率性 Ａ
自衛隊法及び政令に基づいた対応となり、市政だよりへ
の掲載等により適切に実施しています。

妥当性 Ａ
総務省から委任を受けた事業であり、市政に対する要望
等を把握する手段として必要となります。

有効性 Ａ
総務省から委任を受けた事業であり、国や県をはじめ行
政全般に対する市民の意見・要望の相談が可能になって
います。

効率性 Ａ
総務省から委任を受けた事業であり、毎月第１、３水曜日
に福祉センターにおいて相談窓口を開設し、年１回巡回行
政相談をすることにより適切に実施しています。

妥当性 Ａ

本市では、昭和５８年に「核兵器廃絶平和都市宣言」を行
い、市民一人ひとりの平和意識が醸成されています。戦争
体験を持つ市民が減少する中、平和の大切さを継続して
啓発することが重要となっています。

有効性 Ａ
世界の恒久平和と安全を実現することは世界共通の願い
であり、継続した取組によって市民の平和に対する意識醸
成につなげています。

効率性 Ａ
必要最小限のコストで実施しており、経費削減の余地はあ
りません。

事業成果

令和５年度

事業の評価
事業の
方向性

事業の展開方針
番号 事務事業名 担当部署 目的 事業概要

令和６年度

2 行政相談事業 総務課
行政に対するあらゆる
相談が可能になってい
る。

総務大臣が委嘱する相
談委員活動の助成を行
う。

自衛官募集に関する情
報の提供を行い、自衛
隊法等に基づく募集事
務地方公共団体委託
費の配分を受けまし
た。

現行どおり1
自衛官募集事務
事業

総務課
自衛官募集に関する情
報が受けられる。

自衛官募集に関する情
報の提供を行う。

相談者に対して、適切
かつ的確な助言を行う
とともに、所管先の紹
介や所管先との調整を
行ったことで、相談内容
の早期解決等に向けた
取組を進めることがで
きました。

現行どおり

市民団体等の活動支
援、平和都市宣言モ
ニュメントの管理、原爆
写真パネルの展示など
を行います。

自衛官募集に関する情
報の提供を行います。

総務省の方針に沿った
対応として、行政相談
委員法に基づき、行政
全般に対する意見・要
望等を聴くため、原則、
毎月第１、３水曜日に
福祉センターにおいて
相談窓口を開設し、３人
の相談員により相談業
務を実施します。また、
年１回巡回行政相談を
実施します。

平和関連事業の推進と
ともに、平和都市宣言
モニュメント（母子像、
ハト像、核兵器廃絶平
和都市宣言文碑）の維
持管理などにより、市
民の平和に対する意識
を醸成しました。

現行どおり3 平和関連事業 総務課

モニュメントの維持によ
り、核兵器廃絶意識の
浸透がされている。ま
た、市の歴史財産の保
存により平和意識が醸
成されている。

市民の平和意識の醸
成のため、核兵器廃絶
平和都市宣言モニュメ
ントや記念碑等の維持
管理を行うとともに、庁
舎ロビーにおいて原爆
写真パネルの展示等を
行う。
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具体的な内容事業成果

令和５年度

事業の評価
事業の
方向性

事業の展開方針
番号 事務事業名 担当部署 目的 事業概要

令和６年度

妥当性 Ａ 地方自治法に基づく事業のため必要となります。

有効性 Ａ
地方自治法に基づき、法令に沿った対応となり、住民に直
接自己の意思を表示する機会を付与しています。

効率性 Ａ
地方自治法に基づき、法令に沿った対応となり、直接請求
者との連絡調整、教示、各種公示、請求の受付をすること
により適切に実施しています。

妥当性 Ａ
法令違反の発生と被害の予防を行うためにも必要な事業
となります。

有効性 Ａ
これまで通報等の実績はありませんが、有事の際には適
切に対応します。

効率性 Ａ
これまで通報等の実績はありませんが、有事の際には適
切に対応します。

妥当性 Ａ
本事業は、市役所業務に関連する郵便物を管理するもの
です。これら一連の業務は、適切な行政運営を進める上
で、必要不可欠なものです。

有効性 Ａ
郵送文書等を一元的に管理することにより、職員の事務
負担の軽減化が促進され、同時に最適な送付方法を選択
することにより通信運搬費を節減しています。

効率性 Ａ
郵便物を送付する際には、日本郵便と宅配便業者の料金
比較を行うなど、コストの削減を行いながら、効率的な事
業の実施をしています。

地方自治法に基づき、
法令に沿った対応とし
て、請求代表者証明書
の交付申請があった際
には、直接請求者及び
関係機関との連絡調整
を速やかに行います。

5 公益通報事業 総務課
通報者の保護がされ、
もって行政の透明化が
促進されている。

通報を受け、調査、是
正措置などを講ずる。

郵送文書として、
８９,４１１通の郵便物を
送付しました。なお、
２５１ｇ以上の郵便物に
ついてはレターパックラ
イトを活用する等により
郵送代の削減を行いま
した。

4
直接請求受付事
務事業

総務課

法令や諸手続きなどが
教示されることにより、
円滑な請求が可能にな
るとともに、市民の市政
参加が容易となってい
る。

直接請求者との連絡調
整、教示、各種公示、
請求の受付をする。

令和５年度は、請求実
績がありませんでした。

現行どおり

これまで通報等の実績
はありませんが、有事
の際には適切に対応し
ます。

各種封筒の印刷、郵便
物の発送などに係る事
務を行います。

6
郵送文書管理事
業

総務課

郵送文書等が適正に
管理され、郵便窓口の
一元化により職員の事
務が軽減され、一括発
送・購入等により経費
が削減されている。

郵送等により到達した
文書及び物品の受領と
各課配布を行う。郵送
等により発送する文書
及び物品の取りまとめ
と発送を行う。返信用
切手等の一括購入と管
理を行う。市の公用封
筒の一括印刷及び管
理を行う。

令和５年度の通報実績
はありませんでした。

現行どおり

現行どおり
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具体的な内容事業成果

令和５年度

事業の評価
事業の
方向性

事業の展開方針
番号 事務事業名 担当部署 目的 事業概要

令和６年度

妥当性 Ａ
行政文書の保管・廃棄等の業務は、適正な文書管理を推
進する上で必要不可欠なものです。

有効性 Ａ

本事業は、四街道市文書管理規程に基づき適切に実施し
ています。また、本事業では、保存期限満了になった文書
を適正に廃棄処理するとともに、保管スペースを確保する
ために、引継文書のマイクロフィルム化を行っています。

効率性 Ａ
行政文書の発生から廃棄までの一連の文書管理を適正
に行い、業務の軽減や効率化につなげています。

妥当性 Ａ

本事業は、地方自治法第１４条、第１５条、第１６条に基づ
く業務を行うものであり、条例や規則等は、全ての行政事
務の基礎となる重要なものであることから、これらを適切
に管理、運用していく必要があります。

有効性 Ａ
例規集等の管理や、弁護士相談等を実施することにより、
適正な行政事務の執行がなされています。

効率性 Ａ
地方分権の進展に伴い、これによる例規等の制定・改廃
案件も増加する傾向にあることから、効率的に事務を執行
することで、的確な対応がなされています。

妥当性 Ａ
情報公開制度及び個人情報保護制度の運用並びに審議
会等の会議の公開は、行政運営の透明性の向上に繋が
るため、継続的に行う必要があります。

有効性 Ａ
情報公開制度及び個人情報保護制度の運用並びに審議
会等の会議の公開により、行政運営の透明性が向上する
ことで、市政運営における信頼性の確保に繋がります。

効率性 Ａ

情報公開制度及び個人情報保護制度の運用並びに審議
会等の会議の公開については、市政だよりや市ホーム
ページ、よめーるを活用するなど、必要最小限のコストで
効率的な周知を行っています。

7 文書保管事業 総務課

事務スペースが有効に
活用され、事業用消耗
品の一括購入により経
費が削減されている。
また、機密文書が適正
に処理され、資源が有
効活用されている。他
にも、経年劣化による
文書の破損対策と書庫
の有効活用がされてい
る。

ボックスファイリング用
品、文書保存箱等を購
入する。完結文書を引
継ぎ、文書目録を作成
の上、書庫に保管す
る。保存期間満了文書
を破砕により機密抹消
処理し、再生紙その他
の原料とする。長期保
存を要する文書をマイ
クロフィルム化する。

総務課

法令等の解釈運用が
適正に行われることや
市の条例規則等の制
定改廃時における適法
性、整合性を確認する
こと等により、適切な行
政運営が行われ、行政
の信頼が確保される。

例規集（電子データ・紙
ベース）の管理及び更
新、加除式法令図書の
管理、法令改廃情報の
収集及び提供、業務に
係る弁護士相談の調
整及び立会い等を行
う。

ボックスファイリングシ
ステムを活用すること
により、行政文書の適
正な文書管理に資する
ことができました。ま
た、ボックスファイリン
グ用品については、文
書廃棄等の際のリサイ
クルを推進し、６,５８０
㎏の紙を再生紙の原料
にしました。

現行どおり

行政文書を、適正に管
理します。また、文書管
理に当たっては、本市
の実情を踏まえた最適
な手法を模索し、これに
より業務の軽減や効率
化の促進につなげま
す。

適正な行政事務の執行
に資するため、条例・規
則等の制定改廃及び法
律相談等の業務を行い
ます。

9
情報公開・個人情
報保護事業

総務課

行政運営の透明性が
向上し、行政の保有す
る情報や審議会等の
会議の内容を市民が知
ることができる。個人情
報の管理運用が適正
に取り扱われ、個人の
権利利益が保護され
る。情報公開・個人情
報保護制度の適正な
運用が確保される。

情報公開・保有個人情
報開示請求の受付等
や審議会等の会議の
公開、結果の公表を行
う。また、実施機関から
の諮問等に応じ、情報
公開・個人情報保護審
査会を開催する。

条例・規則等の制定改
廃は、９２件の例規に
ついて行いました。ま
た、弁護士相談では、
２９件の相談がありまし
た。

現行どおり8 法規事業

情報公開・保有個人情
報開示の請求につい
て、条例の趣旨に則
り、適切に事務を遂行
しました。審議会等の
会議について、開催及
び結果の公表を適切に
行いました。情報公開・
個人情報保護審査会を
１回開催し、情報公開
制度及び個人情報保
護制度の適正な運用を
確保しました。なお、審
査請求等の諮問する案
件はありませんでした。

現行どおり

情報公開制度及び個人
情報保護制度の趣旨に
則り、行政の公正性及
び透明性確保のため、
適切に事務を遂行しま
す。
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具体的な内容事業成果

令和５年度

事業の評価
事業の
方向性

事業の展開方針
番号 事務事業名 担当部署 目的 事業概要

令和６年度

妥当性 Ａ
市民等が市の行政活動に参加し、意見を反映させるため
の機会を保障する制度であり、市が実施する必要がある
事業です。

有効性 Ａ
市民等が行政活動に参加する機会を設け、そのニーズを
汲み取り、反映させることで、市が充実したサービスを提
供することを可能にしています。

効率性 Ａ

手続が必要な行政活動の種類をあらかじめ定めることで、
市民等の意見を反映させる必要性がある行政活動におい
てのみ手続が行われるようにしています。また、手続を行
う場合、それぞれの行政活動の性質に適した方法で市民
参加手続を行っています。

妥当性 Ａ
若い世代の市政に対する意見発表の機会を設けるため
必要な事業です。

有効性 Ａ
市の将来を担う中学生に市政について考える機会を設け
ることで、市政への関心が高められています。

効率性 Ａ
市教育委員会（教育部指導課）との共催とし、業務を分担
して効率的に実施しています。

妥当性 Ａ 地方公務員法第３９条に基づき実施しています。

有効性 Ａ
限られた人員で正確且つ効率的な公務を行うためには、
職員一人ひとりの能力を向上させるなど人材育成に向け
て研修内容の充実が必要となります。

効率性 Ａ
階層別研修、特別研修、外部研修など様々な方法により
効率的に実施しています。

市民参加条例及びその
運用について、社会情
勢や市民ニーズの変
化、実施方法における
課題等を踏まえて見直
しを検討します。また、
市民参加推進評価委
員会を開催し、条例に
基づく市民参加手続等
について審議します。

市民参加推進評価委
員会を２回開催し、各
年度の行政活動にか
かる市民参加手続の
実施予定、実施状況等
について審議し、市民
参加条例の適正な運
用を確保しました。

現行どおり10
市民参加推進事
業

総務課

市が行う行政活動に市
民等が参加し、意見を
述べる機会が適切に確
保される。

市民参加条例に基づく
市民参加手続を適正に
運用するため、市民参
加推進評価委員会を開
催する。

新規採用職員研修や
主任主事研修など各職
位に必要な基本的知識
や能力を習得する階層
別研修や接遇マナー研
修など職務遂行に必要
な専門的知識や技能を
習得する特別研修を実
施します。研修内容に
ついては、時代のニー
ズに合わせた内容を取
り込み、研修内容を充
実します。また、外部研
修機関へ職員を派遣し
ます。

11
中学生が描く未来
事業
（新規事業）

総務課
若い世代の市民参加
の拡充となり、市政へ
の関心を高められる。

市内中学校生徒から、
市が設定したテーマに
沿った作文を募集し、
発表する機会を設けて
表彰を行う。

作文を通じて若い世代
の市政に対する意見や
想いを聴くことができ、
また、市政への関心を
高めることができまし
た。

現行どおり

市内中学校生徒から、
「理想のまち」をテーマ
とした作文を募集し、審
査及び選考の上、優秀
作品を選定する。また、
優秀作品については、
発表する機会を設けて
表彰を行います。

12 職員研修事業

民間企業と協同で官公
庁の事業を実施する官
民協同研修など、内容
を適宜変更して庁内研
修を実施しました。その
他、前年に引き続き、
外部研修機関への職
員派遣を行ったことに
より、知識や技能、意
識が向上し、職場を活
性化することができまし
た。

現行どおり人事課

市職員が必要な知識、
技能、接遇を習得する
ことにより、職務遂行能
力を向上するとともに、
職場・組織が活性化さ
れている。

職員として必要な知
識、能力を習得するた
め、階層別研修等を庁
内で実施するとともに、
千葉県自治研修セン
ターや印旛郡市広域市
町村圏事務組合等で
開催される研修へ職員
を派遣する。
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令和５年度

事業の評価
事業の
方向性

事業の展開方針
番号 事務事業名 担当部署 目的 事業概要

令和６年度

妥当性 Ａ
労働安全衛生法、四街道市職員安全衛生管理規程に基
づき実施しています。

有効性 Ａ

健康診断の実施により、自身の健康状態を把握すること
ができ、各個人が意識的に健康管理を行うことで、良好な
職場環境の確保と職員の健康維持、増進がなされていま
す。

効率性 Ａ
健康診断や予防接種について、対象年齢や業務内容等
を考慮し効果的に実施しています。

妥当性 Ａ 地方公務員法第４２条に基づき実施しています。

有効性 Ａ
作業服・防寒服の適正な貸与により、作業効率や安全性
が向上しています。また。職員永年勤続表彰により、職員
の勤労意欲を高めることができています。

効率性 Ａ
現場作業のある所属など、あらかじめ貸与する所属を決
め、必要最低限の貸与を行っています。

妥当性 Ａ
千葉県市町村職員年金者連盟に加入し、四街道支部を
希望する者で構成しています。今後、退職者の増加が予
想されるため、事業の妥当性は高まります。

有効性 Ａ
日帰り研修等を実施することにより、福祉の増進、会員相
互の親睦を深めています。

効率性 Ａ
人的な支援は行っていますが、他の経費の支出はありま
せん。

作業服及び防寒服を必
要とする職員に適正に
貸与を行い、職務能率・
安全性の向上を目指し
ます。また、職員表彰を
行い、職員の勤労意欲
の高揚と業務能率の向
上を目指します。

日帰り研修や長寿の祝
い等を行い、会員相互
の親睦を深めます。

良好な職場環境の確保
と職員の健康維持、増
進の観点から、産業医
による施設の巡視や健
康相談、予防接種、職
員健康診断などを行い
ます。

13
安全衛生管理事
業

人事課

良好な職場環境が確
保され、職員の健康維
持、増進がなされてい
る。

労働安全衛生法など各
種法令・規則を遵守し、
職員の安全と健康管理
を行うため、安全衛生
委員会の定期開催と産
業医による施設の巡視
と健康相談、職員健康
診断・予防接種・ストレ
スチェックなどを行う。

作業服・防寒服の着用
を必要とする職務に従
事する職員に貸与する
ことで公務効率の向上
を推進し、執務環境を
向上させることができま
した。また、職員永年勤
続表彰を行い、職員の
勤労意欲を高揚させ、
業務能率を向上させる
ことができました。

現行どおり14 福利厚生事業 人事課

被服を貸与することに
より、職務能率・安全性
が向上している。また、
職員表彰を行うことに
より、職員の勤労意欲
の高揚と業務能率が向
上している。

被服の貸与を必要とす
る職務に就く職員に作
業服・防寒服の貸与を
行う。四街道市職員表
彰規程に基づき、職員
表彰を行う。

良好な職場環境の確
保や職員の健康状態を
管理することができ、執
務環境を維持、向上す
ることができました。

現行どおり

15 年金者連盟事業 人事課

市に貢献された職員退
職者及びその遺族の
福利厚生を行ってい
る。

日帰り研修等、会員相
互の親睦を行う。

日帰り研修や長寿の祝
い等を実施し、会員の
親睦を深めることがで
きました。

現行どおり
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令和６年度事務事業評価シート（令和５年度実施事業） 総務部   

具体的な内容事業成果

令和５年度

事業の評価
事業の
方向性

事業の展開方針
番号 事務事業名 担当部署 目的 事業概要

令和６年度

妥当性 Ａ
地方自治法、地方公務員法、市条例等に基づき実施して
います。

有効性 Ａ
人材の確保や効率的な人員配置など、行政運営のために
必要不可欠な事業であり、法令に基づき適正に実施して
います。

効率性 Ａ
平成２８年から導入した、人事及び給与情報の一元管理
システムの有効活用により、効率的に業務を実施していま
す。

妥当性 Ａ
本事業を通じて職員への意識啓発を継続することで、職
員一人ひとりが自らの仕事の価値と意味を認識し、積極
的かつ主体的な姿勢で事務改善に取り組んでいます。

有効性 Ａ
職員アイデア提案の募集を行うことにより、職員の事務改
善意識の醸成が促進されています。

効率性 Ａ
提案の実現性を高めるように改正した制度で効果的・効
率的に実施しています。

妥当性 Ａ
市民ニーズが高度化・多様化する中、有識者や公募市民
等の外部委員によって構成される審議会等の効率的な管
理に継続して取り組んでいます。

有効性 Ａ
審議会情報の一元管理及び公募委員選考委員会の運営
により、事業は最適に実施されています。

効率性 Ａ

審議会委員の更新や年１回の実態調査等を通じて、定期
的に現況確認を行っています。
公募委員選考委員会について、効率的な方法に見直して
公募委員の選考を実施しています。

人材の確保や効率的な
人員配置を実施するこ
とにより、公務員として
の意識を高め、行政組
織全体の公務能率の
向上を推進します。

提案に実現性を高める
とともに、職員の自発性
を促せるよう、平成３０
年度に施行した見直し
後の制度により、事業
を実施します。

公募委員選考委員会を
開催し、審議会等の公
募委員を選考しまし
た。
審議会等の運営が指
針に基づき適正になさ
れているか等の確認及
び設置運営状況調査を
行いました。
公募委員会の選考に
ついて、効率的・効果
的に実施できるよう庁
内周知等を行いまし
た。

現行どおり

16 人事管理事業 人事課

公務員としての意識が
高まり、市行政組織全
体の公務能率が向上し
ている。また、職務と責
任に応じた適正な給与
体制となっている。

職員の任免、服務、勤
務条件、人事評価、給
与の支給など人事に関
する事務を行う。

人事課

様々な行政ニーズや社
会経済情勢の変化に
的確に対応し、簡素で
効率的な行政運営が
行われている。

附属機関などの設置・
運営状況や委員選任
などに関する指針の管
理を行う。

職員アイデア提案を
受理し、アンケート等の
手続きを進めました。

現行どおり人事課

行政運営の能率及び
市民へのサービス向上
に向けた事務事業が改
善され、併せて職員の
研究心と勤労意欲が高
揚している。

職員アイデア提案の募
集、職員アンケートの
実施等を行うことによ
り、職員の意識啓発を
行う。

人材の確保、効率的な
人員配置を実施したこ
とにより、公務員として
の意識を高め、行政組
織全体の公務能率の
向上を推進することが
できました。

現行どおり

17 職員提案事業

公募委員選考委員会を
開催し、審議会等の公
募委員を選考します。
審議会等の運営が指
針に基づき適正になさ
れているか等の確認及
び設置運営状況調査を
行います。

18
審議会等管理事
業
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令和６年度事務事業評価シート（令和５年度実施事業） 総務部   

具体的な内容事業成果

令和５年度

事業の評価
事業の
方向性

事業の展開方針
番号 事務事業名 担当部署 目的 事業概要

令和６年度

妥当性 Ａ 地方自治法に基づき実施するものです。

有効性 Ａ
リスクの発現を一定水準以下に抑え、事務の適正な執行
を確保する取組であり、法令に基づき適正に実施します。

効率性 Ａ
人件費以外の支出はなく、必要最小限の経費で実施して
います。

妥当性 Ａ
地方税法で規定されている事務であり、歳入を安定的に
確保するうえで必要不可欠な事業です。

有効性 Ａ
課税客体を正確に把握することにより、適正な課税処理
が行われています。

効率性 Ａ
地方税法により課税客体及び課税方法が規定されていま
す。電算システムの有効活用及び会計年度任用職員の
雇用によりコストを縮減しています。

妥当性 Ａ
地方税法で規定されている事務であり、歳入を安定的に
確保するうえで必要不可欠な事業です。

有効性 Ａ
課税客体を正確に把握することにより、適正な課税処理
が行われています。

効率性 Ａ
地方税法により課税客体及び課税方法が規定されていま
す。電算システムの有効活用及び会計年度任用職員の
雇用によりコストを縮減しています。

組織目的の達成を阻害
する事務上の要因をリ
スクとして識別及び評
価し、対応策を講じるこ
とにより、リスクを一定
の水準以下に抑えるこ
とができました。

現行どおり

軽自動車税の適正な
課税処理が行われてい
る。
適正な税務行政の執
行が行われている。

軽自動車税の申告受
付・電算投入・賦課・取
消等を行う。
市たばこ税の調定事務
を行う。

19 内部統制事業 人事課

「業務の効率的かつ効
果的な遂行」 ・「財務報
告等の信頼性の確
保」・「業務に関わる法
令等の遵守」・「資産の
保全」の4つの目的が
達成されないリスクが
一定水準以下に抑えら
れている。

組織目的の達成を阻害
する事務上の要因をリ
スクとして識別、評価
し、対応策を講じる。

組織目的の達成を阻害
する事務上の要因をリ
スクとして識別及び評
価し、対応策を講じるこ
とにより、リスクを一定
の水準以下に抑えま
す。

21 住民税賦課事業 課税課

住民税の適正な課税
処理が行われている。
適正な税務行政の執
行が行われている。

各種資料をもとに市民
税の賦課に関する処理
を行い、納税通知書の
発送を行う。また、未申
告調査などを行う。
登録法人への申告書
発送、提出された申告
書等の入力処理、毎月
の調定額の報告を行
う。

課税客体を正確に把握
することにより、軽自動
車税の賦課を適正に行
うことができました。

現行どおり

地方税法に基づき、軽
自動車税の申告受付、
電算投入、賦課、取消
等を行います。

地方税法に基づき、各
種資料をもとに市民税
の賦課に関する処理を
行い、納税通知書の発
送を行います。また、未
申告調査などを行いま
す。
法人市民税に関して
は、登録法人への申告
書発送、提出された申
告書等の入力処理、毎
月の調定額の報告を行
います。

20
軽自動車税等賦
課事業

課税客体を正確に把握
することにより、個人市
民税及び法人市民税
の賦課を適正に行うこ
とができました。

現行どおり

課税課
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令和６年度事務事業評価シート（令和５年度実施事業） 総務部   

具体的な内容事業成果

令和５年度

事業の評価
事業の
方向性

事業の展開方針
番号 事務事業名 担当部署 目的 事業概要

令和６年度

妥当性 Ａ
税理士会と強調し実施しているもので、税全般に対する市
民の相談窓口として必要な事業です。

有効性 Ａ
相続税等、市役所では扱っていない税目についての相談
件数が多く、税全般に関する疑問が多く解消されていま
す。

効率性 Ａ
税理士会との合意による税理士の派遣費用のみで実施し
ています。

妥当性 Ａ
地方税法、道路運送車両法及び同施行規則で規定されて
いるため必要不可欠な事業です。

有効性 Ａ
申請内容に応じて、必要な諸証明等を発しています。ま
た、臨時運行についても適正な審査及び許可を行ってい
ます。

効率性 Ａ
地方税法、道路運送車両法及び同施行規則で規定されて
います。電算システムの有効活用及び会計年度任用職員
の雇用によりコストを縮減しています。

妥当性 Ａ
国有資産等所在市町村交付金法で規定されている事業
であり、歳入を安定的に確保するうえで必要不可欠な事
業です。

有効性 Ａ
国有資産等所在市町村交付金の適正な請求事務が行わ
れています。

効率性 Ａ
国有資産等所在市町村交付金法で規定されている事務
です。本事業にかかるコストはほとんどないため、コスト縮
減の余地はありません。

税務相談事業 課税課
相談者が持つ税全般
に対する疑問・悩みを
解消することができる。

税理士による税務相談
を運営する。

各種税務証明等の発
行を適正に行うことが
できました。

現行どおり

税に関する疑問を解消
するため、税理士によ
る税務相談を運営しま
す。（年９回開催）

地方税法に基づき、所
得・課税証明、納税証
明書等諸証明書の発
行を行います。また、臨
時運行許可申請に対
し、適正な審査及び許
可を行います。

国有資産等所在市町
村交付金が適正に収
入されました。

現行どおり24 諸税賦課事業 課税課
国有資産等所在市町
村交付金が適正に収
入される。

国有資産等所在市町
村交付金法の規定に
基づき交付金の算定事
務、請求を行う。

23
諸証明等発行事
業

課税課
申請者が必要な諸証
明等を迅速・確実に入
手することができる。

所得等証明書、納税証
明書等諸証明書の発
行を行う。
臨時運行許可申請に
対し、審査及び許可を
行う。

市民の相談に適切に
対応することができまし
た。

現行どおり22

国有資産等所在市町
村交付金法に基づき、
交付金の請求事務等を
行います。
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令和６年度事務事業評価シート（令和５年度実施事業） 総務部   

具体的な内容事業成果

令和５年度

事業の評価
事業の
方向性

事業の展開方針
番号 事務事業名 担当部署 目的 事業概要

令和６年度

妥当性 Ａ
地方税法で規定されている事務であり、歳入を安定的に
確保するうえで必要不可欠な事業です。

有効性 Ａ
課税客体を正確に把握することにより、適正な課税処理を
行います。

効率性 Ａ
地方税法により課税客体及び課税方法が規定されていま
す。電算システムの有効活用及び委託業務の一部で一般
競争入札を実施することにより、コストを縮減しています。

妥当性 Ａ 地方税法及び国税徴収法に基づき実施する事業です。

有効性 Ａ
休日滞納整理（電話催告）や休日納税相談（呼出）等の実
施により、市税等の収納率が向上しています。

効率性 Ａ
市税等収納向上対策本部において実施計画を定め、効
果的・効率的な徴収対策を行っています。

妥当性 Ａ 地方税法及び税条例に基づき実施する事業です。

有効性 Ａ
市税が適正に収納され、納税者の公平な租税負担が行
われています。

効率性 Ａ
課税更正や過誤納に対して、市税の還付及び充当処理
が適正に行われています。

25
固定資産税賦課
事業

課税課

固定資産評価の情報
提供及び研修、法令改
正などを行い、適正・公
正に評価、賦課されて
いる。

固定資産の評価方法
に関する調査研究、職
員の評価技術向上、条
例・規則などの改正を
行い固定資産税賦課
に備え、課税客体(固定
資産)に関する現地調
査、価格決定事務及び
賦課事務を行う。

課税客体を正確に把握
することにより、適正か
つ公正に評価、賦課す
ることができました。

現行どおり

地方税法等の規定に基
づき、固定資産税・
都市計画税、個人市県
民税、法人市民税、軽
自動車税等の徴収に係
る事務を執行します。

地方税法に基づき、土
地、家屋、償却資産に
ついて固定資産税の賦
課に関する処理を行
い、納税通知書の発送
を行います。

26 市税徴収事業 収税課

市税収納事務が適正
に執行されることによ
り、納税者が利便よく
税金を納付できてい
る。また、公平・公正な
徴収事務が遂行される
ことにより、納税者の不
公平感がなくなるととも
に、安定的な自主財源
が確保されている。

広報・ホームページで
納期内納付の周知・啓
発を行う。口座振替、コ
ンビニ収納を推進す
る。休日収納窓口を開
設する。収納員による
臨戸訪問を実施する。
督促・催告状を発送し、
地方税法等に基づく滞
納処分を遂行する。市
税等収納向上対策本
部による滞納整理等を
実施する。

市税の還付及び充当
処理を適正に行うこと
により、市税が適正に
収納され、納税者が公
平な租税負担をしてい
る。

課税更正や過誤納に
伴って生じた市税還付
及び充当処理を適正に
行う。

市税等収納向上対策
本部による滞納整理や
市税収納員による収納
事務を実施するととも
に、滞納が累積する滞
納者への差押等の執
行により、市税収納率
の向上につながりまし
た。

現行どおり

地方税法等の規定に基
づき、個人、法人からの
修正申告、確定申告に
よる課税更正等に伴う
還付金を支出します。

27 市税収入返還金 収税課

地方税法等の規定に
基づき、個人、法人か
らの修正申告、確定申
告による課税更正等に
伴う還付金を支出しま
した。

現行どおり
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令和６年度事務事業評価シート（令和５年度実施事業） 総務部   

具体的な内容事業成果

令和５年度

事業の評価
事業の
方向性

事業の展開方針
番号 事務事業名 担当部署 目的 事業概要

令和６年度

妥当性 Ａ 地方自治法及び地方税法に基づき実施する事業です。

有効性 Ａ
審査の申出があった場合に固定資産評価審査委員会を
開催するものであり、適切に対応しています。

効率性 Ａ
審査の申出があった場合に固定資産評価審査委員会を
開催するものであり、適切に対応しています。

妥当性 Ａ 地方税法及び国税徴収法に基づき実施する事業です。

有効性 Ａ
換価可能な債権を中心とした、差押、公売等の滞納処分
により、債権の回収が進んでいます。

効率性 Ａ
預貯金照会システム等を有効に活用し、効果的・効率的
な徴収対策を行っています。

妥当性 Ａ
地方自治法第２条第９項第１号に規定する第１号法定受
託事務であり、戸籍法に基づいて実施しています。

有効性 Ａ
戸籍に関する届書が正しく処理されてることにより、常に
各種行政事務の基本となる重要な役割を果たしていま
す。

効率性 Ａ
地方自治法第２条第９項第１号に規定する第１号法定受
託事務であり、戸籍法に基づいて実施しています。

関係他課から移管を受
けた滞納事案に対し
て、差押、公売等の滞
納処分により債権の回
収を行います。また、総
合的な債権回収処理と
して移管案件以外の交
付要求、公売について
もあわせて実施します。

29 債権回収事業 収税課

徴収業務の移管を受け
た滞納案件に対する当
該債権の適正な回収
が行われている。

移管を受けた滞納案件
に対して滞納処分によ
る債権回収を行うととも
に、移管以外の事案に
ついても状況に応じて
一括して交付要求及び
公売を実施する。

窓口サービス課
戸籍に関する届書が正
しく処理されている。

戸籍届書の審査・受
理・送付、戸籍の記載・
編製・整備を行う。

戸籍法に基づき、戸籍
届書の審査・受理・送
付、戸籍の記載・編製・
整備を行います。

現行どおり28
固定資産評価審
査委員会運営事
業

収税課

固定資産評価審査委
員会制度を適正に運用
することにより、納税義
務者の課税に対する信
頼性が保たれている。

固定資産評価審査委
員会は課税台帳に登
録された価格に関する
審査の申出に対して、
中立・公正な立場で審
査・決定を行う。

戸籍届出に基づき、法
令の適合性を審査し、
適正な記録をしたこと
により、身分変動を公
的に証明するための、
戸籍の役割が果たせま
した。

現行どおり30
戸籍記録整備事
業

徹底的な財産調査の
上、換価可能な債権を
中心に滞納処分を行っ
たことで、債権を回収
することができました。

現行どおり

地方税法等の規定に基
づき、固定資産課税台
帳に登録された価格に
関する審査の申出に対
し、固定資産評価審査
委員会を開催します。

令和５年度は新規審査
申出及び継続審査案
件が無かったため、開
催がありませんでした。
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具体的な内容事業成果

令和５年度

事業の評価
事業の
方向性

事業の展開方針
番号 事務事業名 担当部署 目的 事業概要

令和６年度

妥当性 Ａ
戸籍法や住民基本台帳法及び施行令等において、市が
実施しなければならないと定められています。

有効性 Ａ
総合窓口や休日窓口及びコンビニ交付を実施することに
より、利用者の利便性が向上しています。

効率性 Ａ
市民の申請に応じて実施するものであり、様々な手続きに
おいて適正かつ迅速な処理を行っています。

妥当性 Ａ

市役所窓口に来ることが難しい方や開庁時間に来られな
い方のため、市役所窓口以外での各種証明書等の交付
や申請の取次ぎの必要性は高く、市民サービスの向上の
ため実施している事業です。

有効性 Ａ
鷹の台市民サービスコーナーにおいて、各種証明書の交
付や取次ぎを行うことにより、利用者の利便性が向上して
います。

効率性 Ａ
市民の申請に応じて実施するものであり、様々な手続きに
おいて適正かつ迅速な処理を行っています。

妥当性 Ａ
市民サービスとして庁舎等の案内は不可欠であり、来庁
者等からも要望が多い事業です。

有効性 Ａ

来庁された方への窓口案内や、市に対する要望等につい
て関係各課への取次ぎが円滑に行われています。また、
混雑時には、フロアマネージャーと連携し、申請書・届出
書の記載補助も行っています。

効率性 Ａ
民間委託により実施しており、繁忙期には市職員と連携し
ながら効率的に事業を実施しています。

市民サービス向上のた
め、総合窓口（ワンス
トップサービス）のフロ
アサービス、受付業務
を実施する。また、住民
による届出や他市区町
村からの通知による住
民の異動情報を適正に
住民基本台帳へ記載
し、管理するとともに、
市民等からの申請に基
づき各種証明書を交付
する。

総合窓口や休日窓口を
実施し、各種証明書の
交付を行います。また、
各種証明書のコンビニ
交付サービスを運営し
ます。

来庁された方の用件に
沿った案内を行い、ス
ムーズに手続きが完了
しました。

現行どおり

届出や各種申請に基
づき、適正かつ迅速な
処理を行い、証明書等
の交付を行いました。
また、届出や申請など
の窓口を集約した総合
窓口や証明書のコンビ
ニ交付サービス及び決
済時のキャッシュレス
決済の実施により、利
用者の利便性が向上し
ました。

現行どおり31
窓口証明交付事
業

市役所窓口に来ること
が難しい方や開庁時間
に来られない方のた
め、市役所窓口以外で
の各種証明書の交付
や取次ぎを行います。
また、サービスの利用
状況により、今後の運
営方針について検討し
ます。

来庁者に対し、庁内等
の窓口案内や関係各
課への連絡業務を、総
合案内において実施し
ます。

33 窓口案内事業 窓口サービス課

来庁者が目的の窓口
に行き、申請・届出の
手続き等が円滑にでき
ている。

来庁者に対し、庁内等
の窓口案内や関係各
課への連絡業務を、総
合案内において実施す
る。

鷹の台市民サービス
コーナーにおいて、各
種証明書発行及び取り
次ぎ業務を行うことによ
り、利用者の利便性が
向上しました。

現行どおり32
市民サービスセン
ター運営事業

窓口サービス課

市役所窓口以外で、証
明書の交付や申請の
取次ぎを行うことによ
り、市民の利便性が向
上している。また各種
証明書が申請どおり正
確にかつ迅速に交付さ
れている。

鷹の台市民サービス
コーナーで、住民票、
印鑑登録証明書の即
日交付と戸籍謄・抄本
の取次ぎ交付を行う。

窓口サービス課

市民が申請した住民
票、印鑑登録証明書な
どの各種証明書、個人
番号カード及び電子証
明書を申請どおり正確
にかつ迅速に交付され
ている。また、住民基本
台帳に登録された事項
が適正に管理されてい
る。
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